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(57)【要約】
【課題】容器の光透過性やサイズ、また、容器内の液体
残量やラベル位置などに左右されることなく、容器の外
から迅速かつ確実に、容器内に充填された液体における
爆発物等の含有状況を検査することができる検査技術を
提供する。
【解決手段】光透過性の容器の外から液体に対して近赤
外光を照射し、液体を透過した近赤外光または液体によ
り散乱された近赤外光を受光し、その吸収スペクトルを
分析することにより、容器内に充填された液体における
爆発物、爆発物原料および／または不正薬物の含有状況
を検査する近赤外光検査装置と、金属製容器の外から液
体に対して照射された超音波の反射波を受信し、その超
音波速度を分析することにより、容器内に充填された液
体における爆発物、爆発物原料および／または不正薬物
の含有状況を検査する超音波検査装置とが一体化されて
形成されている液体検査装置。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　容器内に充填された液体における爆発物、爆発物原料および／または不正薬物の含有状
況を検査する液体検査装置であって、
　光透過性の容器の外から前記液体に対して近赤外光を照射し、液体を透過した前記近赤
外光または液体により散乱された前記近赤外光を受光し、その吸収スペクトルを分析する
ことにより、前記光透過性の容器内に充填された液体における爆発物、爆発物原料および
／または不正薬物の含有状況を検査する近赤外光検査装置と、
　金属製容器の外から前記液体に対して照射された超音波の反射波を受信し、その超音波
速度を分析することにより、前記金属製容器内に充填された液体における爆発物、爆発物
原料および／または不正薬物の含有状況を検査する超音波検査装置と
が一体化されて形成されていることを特徴とする液体検査装置。
【請求項２】
　前記近赤外光検査装置による前記近赤外光の吸収スペクトルの分析が、爆発物、爆発物
原料および／または不正薬物と、近赤外光の吸収スペクトルとの関係について予め作成さ
れているデータベースとの照合によって行われるように構成されていることを特徴とする
請求項１に記載の液体検査装置。
【請求項３】
　前記近赤外光検査装置が、所定の間隔を隔てて略垂直に立設された２本のポールを備え
ており、前記２本のポール間に挿入された光透過性の容器内の液体に対して近赤外光を照
射するように構成されていることを特徴とする請求項１または請求項２に記載の液体検査
装置。
【請求項４】
　前記２本のポール間に挿入された光透過性の容器内の液体に対して近赤外光を照射する
照射手段が、前記２本のポールの各々に設けられていると共に、
　液体を透過した近赤外光または液体により散乱された近赤外光を受光する受光手段が、
前記２本のポールのいずれか一方のポールに設けられていることを特徴とする請求項３に
記載の液体検査装置。
【請求項５】
　前記受光手段に受光ミラーが設けられており、受光された前記近赤外光を前記受光ミラ
ーにより反射させた後、前記近赤外光の吸収スペクトルを計測するように構成されている
ことを特徴とする請求項４に記載の液体検査装置。
【請求項６】
　前記照射手段による近赤外光の照射および前記受光手段による近赤外光の受光が、常時
、行われるように構成されていることを特徴とする請求項４または請求項５に記載の液体
検査装置。
【請求項７】
　前記近赤外光検査装置が、直前に受光された前記近赤外光の光源スペクトルに基づいて
リファレンスデータを更新するリファレンスデータ更新機能を備えていることを特徴とす
る請求項６に記載の液体検査装置。
【請求項８】
　前記光透過性の容器が前記２本のポール間に挿入されたことを、受光された前記近赤外
光の減光により検知して、前記近赤外光検査装置による検査を自動的に開始するように構
成されていることを特徴とする請求項６または請求項７に記載の液体検査装置。
【請求項９】
　爆発物、爆発物原料および／または不正薬物であることが予め分かっている液体と、安
全物であることが予め分かっている液体の吸収スペクトルをデータベースとして有してお
り、
　計測された液体の吸収スペクトルと前記データベースに記録されている各吸収スペクト
ルとの相関係数を求め、



(3) JP 2016-80403 A 2016.5.16

10

20

30

40

50

　求められた前記相関係数に基づいて前記データベースから最も類似する吸収スペクトル
を選定することにより、
　計測された液体が、爆発物、爆発物原料および／または不正薬物であるか、安全物であ
るかの判定を行うことを特徴とする請求項１ないし請求項８のいずれか１項に記載の液体
検査装置。
【請求項１０】
　超音波検査装置による前記超音波速度の分析が、爆発物、爆発物原料および／または不
正薬物と、超音波速度との関係について予め作成されているデータベースとの照合によっ
て行われるように構成されていることを特徴とする請求項１ないし請求項９のいずれか１
項に記載の液体検査装置。
【請求項１１】
　前記超音波検査装置が、
　金属製容器の外から前記液体に対して超音波パルス波を送信して前記液体に超音波パル
ス波を照射すると共に、前記超音波の反射波を受信する超音波パルス送受信装置と、
　前記金属製容器の直径に基づいて伝搬経路長を計測する伝搬経路長計測装置と、
　前記超音波パルス波を複数回反射させて受信される前記反射波の時間間隔に基づいて伝
搬時間を計測する伝搬時間計測装置と、
　前記金属製容器の温度を計測する温度計測装置と
を備えていることを特徴とする請求項１０に記載の液体検査装置。
【請求項１２】
　前記超音波検査装置が、前記金属製容器がセットされる容器受け面と、前記容器受け面
にセットされた前記金属製容器を前記超音波パルス送受信装置の超音波信号を送受信する
ヘッド部に押し付ける押し付け部材とを備えており、
　前記伝搬経路長計測装置が、前記押し付け部材の位置に基づいて前記金属製容器におけ
る伝搬経路長を求めるように構成されている
ことを特徴とする請求項１１に記載の液体検査装置。
【請求項１３】
　前記超音波検査装置が、
　計測された前記伝搬経路長、前記伝搬経路長と前記伝搬時間より求められる前記液体に
おける超音波速度、および別途計測された前記液体の温度とに基づいて、
　前記液体中における前記爆発物、爆発物原料および不正薬物の含有状況を検査するよう
に構成されていることを特徴とする請求項１１または請求項１２に記載の液体検査装置。
【請求項１４】
　前記金属製容器が前記超音波パルス送受信装置の超音波信号を送受信するヘッド部へ押
し付けられたことを検知して、前記超音波検査装置による検査を自動的に開始するように
構成されていることを特徴とする請求項１２または請求項１３に記載の液体検査装置。
【請求項１５】
　さらに、検査結果を光および／または音によって報知する報知手段が設けられているこ
とを特徴とする請求項１ないし請求項１４のいずれか１項に記載の液体検査装置。
【請求項１６】
　請求項１から請求項１５のいずれか１項に記載の液体検査装置を用いて、容器内に充填
された液体における爆発物、爆発物原料および／または不正薬物の含有状況を検査するこ
とを特徴とする液体検査方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、容器内に充填された液体を検査する液体検査装置に関し、詳しくは、液体の
爆発物や爆発物原料あるいは不正薬物の含有状況を検査する液体検査装置および前記液体
検査装置を用いて行う液体検査方法に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　２００５年にイギリスで起きた同時爆破テロ事件を初めとして、近年、公共施設や公共
交通機関を狙った爆破テロ事件が多発している。最近では旅客を装ったテロリスト等が、
爆発物や爆発物原料等を混入あるいは溶解させた液体を、例えばペットボトルやガラス瓶
等光透過性あるいはアルミニウム等の飲料用容器に充填して、航空機内等に持ち込むケー
スが増えている。また、麻薬や覚醒剤等の不正薬物を溶解させた液体を容器に充填して密
輸を行うケースも増えている。
【０００３】
　前記の航空機内への爆発物や爆発物原料あるいは不正薬物（以下、総称して「爆発物等
」ともいう）の持ち込みに関しては、テロや密輸等の事件発生を防止する観点から、空港
において旅客に対して手荷物検査が行われているが、多数の旅客を処理するためには迅速
に検査を行う必要があり、短時間で容器内に充填された液体が爆発物等を含有しているか
否かを判定することは容易ではない。
【０００４】
　このような状況下、本発明者等は、光透過性の容器に充填された液体に近赤外光を照射
し、液体を透過した近赤外光または液体により散乱された近赤外光の吸収スペクトルに基
づいて、爆発物等の含有状況を検査する液体の検査方法および液体検査装置を開発した（
特許文献１、２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第５２０７４６２公報
【特許文献２】特開平２０１１－２２０７１０公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上記の技術では、照射された近赤外光が外乱光の影響を受けないように
、検査対象を外乱光の入射を制限した一定サイズの空間内にセットして検査を行うため、
測定検査対象となる容器のサイズ、形状が制限され、例えば大口径の容器には対応するこ
とが難しかった。
【０００７】
　そして、容器のセットは、所定の姿勢で行う必要があるため、液体の残量が少量の場合
やラベルの貼付位置によっては測定が難しい場合があった。
【０００８】
　また、アルミニウム缶やスチール缶などの金属製容器は光が透過しないため、このよう
な容器内に充填された液体の検査には、この技術を適用することができなかった。
【０００９】
　このため、容器の光透過性やサイズ、また、容器内の液体残量やラベル位置などに左右
されることなく、容器の外から迅速かつ確実に、容器内に充填された液体における爆発物
等の含有状況を検査することができる検査技術が強く望まれていた。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者は、上記課題につき鋭意検討の結果、以下の各請求項に示す発明により、上記
課題が解決できることを見出し、本発明を完成させるに至った。
【００１１】
　請求項１に記載の発明は、
　容器内に充填された液体における爆発物、爆発物原料および／または不正薬物の含有状
況を検査する液体検査装置であって、
　光透過性の容器の外から前記液体に対して近赤外光を照射し、液体を透過した前記近赤
外光または液体により散乱された前記近赤外光を受光し、その吸収スペクトルを分析する
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ことにより、前記光透過性の容器内に充填された液体における爆発物、爆発物原料および
／または不正薬物の含有状況を検査する近赤外光検査装置と、
　金属製容器の外から前記液体に対して照射された超音波の反射波を受信し、その超音波
速度を分析することにより、前記金属製容器内に充填された液体における爆発物、爆発物
原料および／または不正薬物の含有状況を検査する超音波検査装置と
が一体化されて形成されていることを特徴とする液体検査装置である。
【００１２】
　容器内に充填された爆発物等の含有状況を検査する液体検査装置としては、従来より、
近赤外光検査装置や超音波検査装置が検討されている。
【００１３】
　近赤外光検査装置では、容器内の液体に近赤外光を照射し、液体を透過した近赤外光ま
たは液体により散乱された近赤外光の吸収スペクトルを分析することにより、爆発物等の
含有状況を検査する。この吸収スペクトルは液体毎に異なることが分かっているため、こ
の吸収スペクトルを分析することにより、爆発物等の含有状況を検査することができる。
【００１４】
　一方、超音波検査装置では、容器の壁面より容器内の液体に対して超音波を照射し、液
体中を伝搬されて容器の対向する壁面で反射した反射波から求められる超音波速度を分析
することにより、爆発物等の含有状況を検査する。この超音波速度についても、液体毎に
異なることが分かっているため、この超音波速度を分析することにより、爆発物等の含有
状況を検査することができる。
【００１５】
　しかしながら、近赤外光検査装置は容器内の液体に近赤外光を照射して検査を行うもの
であるため、金属製容器内に液体が充填されている場合には、近赤外光を照射したとして
も、液体には近赤外光が到達しないため、検査ができない。
【００１６】
　一方、超音波検査装置は容器の壁面で反射した反射波の往復に要した時間とその距離か
ら超音波速度を求めて検査を行うものであるため、距離の計測が重要となるが、ペットボ
トルなどプラスチック容器は変形しやすく、超音波の伝播距離の計測に誤差を生じるため
、正確な検査が難しい。
【００１７】
　このように、従来は、容器の光透過性の有無に対応して、近赤外光検査装置と超音波検
査装置とを使い分けて爆発物等の含有状況を検査していた。しかし、近赤外光検査装置と
超音波検査装置とを併設することは、設置場所の確保や設置コストを考慮すると容易では
なく、検査に要する時間も短時間とは言えなかった。
【００１８】
　しかし、本請求項の発明においては、近赤外光検査装置と超音波検査装置とを組み合わ
せて一体化させることによりこれらの問題を解決し、１台の装置により、容器の光透過性
の有無に左右されることなく、容器の外から迅速かつ確実に、爆発物等の含有状況を検査
することができる液体検査装置を提供することができる。
【００１９】
　請求項２に記載の発明は、
　前記近赤外光検査装置による前記近赤外光の吸収スペクトルの分析が、爆発物、爆発物
原料および／または不正薬物と、近赤外光の吸収スペクトルとの関係について予め作成さ
れているデータベースとの照合によって行われるように構成されていることを特徴とする
請求項１に記載の液体検査装置である。
【００２０】
　前記したように、液体を透過した近赤外光または液体により散乱された近赤外光の吸収
スペクトルは、液体毎に異なっているため、これらの関係を予めデータベースとして作成
して記憶しておき、近赤外光検査装置により得られた近赤外光の吸収スペクトルと記憶さ
れたデータベースとを照合することにより、容易に、類似する液体の近赤外光の吸収スペ
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クトルを抽出することができ、迅速に爆発物等の含有状況を検査することができる。
【００２１】
　請求項３に記載の発明は、
　前記近赤外光検査装置が、所定の間隔を隔てて略垂直に立設された２本のポールを備え
ており、前記２本のポール間に挿入された光透過性の容器内の液体に対して近赤外光を照
射するように構成されていることを特徴とする請求項１または請求項２に記載の液体検査
装置である。
【００２２】
　本請求項の発明においては、所定の間隔を隔てて略垂直に立設された２本のポールを備
え、２本のポール間に挿入された光透過性の容器内の液体に対して近赤外光を照射するよ
うに近赤外光検査装置が構成されている。
【００２３】
　これにより、サイズ、形状が多様な容器内に充填された液体であっても、容易に近赤外
光を照射して検査を行うことができる。また、容器内の液体残量やラベル位置などに応じ
て容器を適宜傾けてセットしたり、あるいは逆さまにセットしたりすることもできるため
、容器内の液体残量やラベル位置などに左右されることなく、多彩な形態の容器に対応し
て、迅速かつ確実に、爆発物等の含有状況を検査することができる。
【００２４】
　請求項４に記載の発明は、
　前記２本のポール間に挿入された光透過性の容器内の液体に対して近赤外光を照射する
照射手段が、前記２本のポールの各々に設けられていると共に、
　液体を透過した近赤外光または液体により散乱された近赤外光を受光する受光手段が、
前記２本のポールのいずれか一方のポールに設けられていることを特徴とする請求項３に
記載の液体検査装置である。
【００２５】
　本請求項の発明においては、それぞれのポールに近赤外光の照射手段が設けられている
と共に、一方のポールに前記近赤外光の受光手段が設けられて、近赤外光検査装置が構成
されている。
【００２６】
　これにより、受光手段では、液体を透過した近赤外光と液体により散乱された近赤外光
の２種類の近赤外光を受光することができる。
【００２７】
　この結果、透明な液体が充填された透明な容器の場合には、対向するポールの照射手段
から照射された近赤外光が液体を透過してきた近赤外光（透過光）を主として受光するこ
とにより検査を行うことができる（透過方式）。
【００２８】
　一方、牛乳などのように散乱の強い液体が透明な容器に充填されている場合やオパーク
と呼ばれる散乱の強い容器に透明な液体が充填されている場合には、同じポールの照射手
段から照射されて液体により反射して散乱された近赤外光を主として受光することにより
検査を行うことができる（反射方式）。
【００２９】
　このように、本請求項の発明によれば、容器や液体の散乱の強さに対応して、近赤外光
の受光を透過方式あるいは反射方式に自動的に切換えて検査を行うことができるため、種
々の容器および液体に対して、迅速かつ確実に、爆発物等の含有状況を検査することがで
きる。
【００３０】
　請求項５に記載の発明は、
　前記受光手段に受光ミラーが設けられており、受光された前記近赤外光を前記受光ミラ
ーにより反射させた後、前記近赤外光の吸収スペクトルを計測するように構成されている
ことを特徴とする請求項４に記載の液体検査装置である。



(7) JP 2016-80403 A 2016.5.16

10

20

30

40

50

【００３１】
　本請求項の発明においては、受光手段に受光ミラーが設けられて、近赤外光を受光ミラ
ーにより反射させた後、吸収スペクトルを計測するように構成されているため、吸収スペ
クトルの計測手段をポールから離した箇所に収納することが可能となり、よりコンパクト
な液体検査装置を提供することができる。
【００３２】
　請求項６に記載の発明は、
　前記照射手段による近赤外光の照射および前記受光手段による近赤外光の受光が、常時
、行われるように構成されていることを特徴とする請求項４または請求項５に記載の液体
検査装置である。
【００３３】
　照射手段による近赤外光の照射および受光手段による近赤外光の受光が、常時、行われ
ていると、容器がセットされるとすぐに検査を開始することができ、爆発物等の含有状況
の検査を迅速に行うことができる。
【００３４】
　請求項７に記載の発明は、
　前記近赤外光検査装置が、直前に受光された前記近赤外光の光源スペクトルに基づいて
リファレンスデータを更新するリファレンスデータ更新機能を備えていることを特徴とす
る請求項６に記載の液体検査装置である。
【００３５】
　近赤外光検査装置を用いてより精度高く検査を行おうとすると、検査対象がセットされ
ていない場合の光源スペクトルデータ（リファレンスデータ）によって、取得された吸収
スペクトルデータを補正して、外乱光などの外部雰囲気による影響を排除する必要がある
。
【００３６】
　このため、従来の近赤外光検査装置においては、受光された近赤外光を２つに分け、リ
ファレンスデータと検査対象物のスペクトルを別々に取得する必要があり、計測時間が長
くなるという問題があった。
【００３７】
　本請求項の発明においては、前記したように、照射手段による近赤外光の照射および受
光手段による近赤外光の受光が常時行われており、直前に受光された近赤外光の光源スペ
クトルに基づいてリファレンスデータを更新するようにしている。この結果、検査時にお
いてリファレンスデータの取得を行う必要がなくなり、装置の構成をより簡略化して、よ
り効率的な検査を行うことができる。
【００３８】
　本請求項の発明におけるリファレンスデータの更新は、受光された近赤外光の光源スペ
クトルが直前に受光された近赤外光の光源スペクトルに比べて所定の範囲内に収まってお
り、大きく変化していない場合には、これをリファレンスデータとすることにより行われ
る。
【００３９】
　請求項８に記載の発明は、
　前記光透過性の容器が前記２本のポール間に挿入されたことを、受光された前記近赤外
光の減光により検知して、前記近赤外光検査装置による検査を自動的に開始するように構
成されていることを特徴とする請求項６または請求項７に記載の液体検査装置である。
【００４０】
　本請求項の発明においては、前記したように、照射手段による近赤外光の照射および受
光手段による近赤外光の受光が常時行われているため、２本のポール間に光透過性の容器
が挿入されると、受光手段における近赤外光が減光して、近赤外光の光源スペクトルが直
前に受光された近赤外光の光源スペクトルに比べて大きく変化する。
【００４１】
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　このように、近赤外光の光源スペクトルの大きな変化により容器の挿入を検知すること
ができるため、これに基づいて検査を自動的に開始することができる。この結果、検査開
始スイッチを押すなどの手間がかからず、よりスピーディーな検査が可能となる。
【００４２】
　請求項９に記載の発明は、
　爆発物、爆発物原料および／または不正薬物であることが予め分かっている液体と、安
全物であることが予め分かっている液体の吸収スペクトルをデータベースとして有してお
り、
　計測された液体の吸収スペクトルと前記データベースに記録されている各吸収スペクト
ルとの相関係数を求め、
　求められた前記相関係数に基づいて前記データベースから最も類似する吸収スペクトル
を選定することにより、
　計測された液体が、爆発物、爆発物原料および／または不正薬物であるか、安全物であ
るかの判定を行うことを特徴とする請求項１ないし請求項８のいずれか１項に記載の液体
検査装置である。
【００４３】
　本請求項の発明においては、爆発物などの危険物であることが予め分かっている液体の
吸収スペクトルや安全物であることが予め分かっている液体の吸収スペクトルをデータベ
ース化し、計測された液体の吸収スペクトルとデータベース化された各吸収スペクトルと
の相関係数に基づいて、容器内の液体を特定して危険物か安全物かの判定を行うため、正
確な検査を行うことができる。
【００４４】
　請求項１０に記載の発明は、
　超音波検査装置による前記超音波速度の分析が、爆発物、爆発物原料および／または不
正薬物と、超音波速度との関係について予め作成されているデータベースとの照合によっ
て行われるように構成されていることを特徴とする請求項１ないし請求項９のいずれか１
項に記載の液体検査装置である。
【００４５】
　前記したように、液体に照射された超音波の反射波から求められる超音波速度は、液体
毎に異なっているため、これらの関係を予めデータベースとして作成して記録しておき、
超音波検査装置により得られた超音波速度と記録されたデータベースとを照合することに
より、容易に、類似する液体の超音波速度が抽出でき、迅速に爆発物等の含有状況を検査
することができる。
【００４６】
　請求項１１に記載の発明は、
　前記超音波検査装置が、
　金属製容器の外から前記液体に対して超音波パルス波を送信して前記液体に超音波パル
ス波を照射すると共に、前記超音波の反射波を受信する超音波パルス送受信装置と、
　前記金属製容器の直径に基づいて伝搬経路長を計測する伝搬経路長計測装置と、
　前記超音波パルス波を複数回反射させて受信される前記反射波の時間間隔に基づいて伝
搬時間を計測する伝搬時間計測装置と、
　前記金属製容器の温度を計測する温度計測装置と
を備えていることを特徴とする請求項１０に記載の液体検査装置である。
【００４７】
　超音波パルス送受信装置、伝搬経路長計測装置、伝搬時間計測装置および温度計測装置
を用いることにより、容易に液体中における超音波速度を求めることができ、迅速に爆発
物等の含有状況を検査することができる。
【００４８】
　請求項１２に記載の発明は、
　前記超音波検査装置が、前記金属製容器がセットされる容器受け面と、前記容器受け面
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にセットされた前記金属製容器を前記超音波パルス送受信装置の超音波信号を送受信する
ヘッド部に押し付ける押し付け部材とを備えており、
　前記伝搬経路長計測装置が、前記押し付け部材の位置に基づいて前記金属製容器におけ
る伝搬経路長を求めるように構成されている
ことを特徴とする請求項１１に記載の液体検査装置である。
【００４９】
　本請求項の発明においては、超音波検査装置の容器受け面に金属製容器をセットした後
、押し付け部材を用いて超音波パルス送受信装置、具体的には、超音波パルス送受信装置
の超音波信号を送受信するヘッド部（以下、単に「ヘッド部」ともいう）に押し付けるた
め、容器と超音波パルス送受信装置のヘッド部の間および金属製容器と押し付け部材の間
に隙間を生じさせることなく検査を行うことができる。
【００５０】
　このとき、超音波パルス送受信装置のヘッド部と押し付け部材との間隔を利用して伝搬
経路長を捉えることができるため、金属製容器を超音波パルス送受信装置に押し付けたと
きの押し付け部材の位置から、容易に伝搬経路長を求めることができる。
【００５１】
　このとき、具体的な伝搬経路長計測装置としては、長さにより電気抵抗が直線的に変化
する可変抵抗器を用いることが好ましい。このような可変抵抗器は構成が簡単であり、押
し付け部材と可変抵抗器とを連動させることにより、電気抵抗の大きさから自動的に伝搬
経路長を計測することができる。
【００５２】
　請求項１３に記載の発明は、
　前記超音波検査装置が、
　計測された前記伝搬経路長、前記伝搬経路長と前記伝搬時間より求められる前記液体に
おける超音波速度、および別途計測された前記液体の温度とに基づいて、
　前記液体中における前記爆発物、爆発物原料および不正薬物の含有状況を検査するよう
に構成されていることを特徴とする請求項１１または請求項１２に記載の液体検査装置で
ある。
【００５３】
　超音波速度は温度依存性を有しているため、検査に際しては、この温度依存性を考慮し
て爆発物等の検査を行うことが好ましい。具体的には、温度依存性を考慮した超音波速度
と液体との関係に基づいたデータベースを作成しておいて、照合を行うことにより、爆発
物等の検査を行う。これにより、精度の高い検査を容易に行うことができる。
【００５４】
　請求項１４に記載の発明は、
　前記金属製容器が前記超音波パルス送受信装置の超音波信号を送受信するヘッド部へ押
し付けられたことを検知して、前記超音波検査装置による検査を自動的に開始するように
構成されていることを特徴とする請求項１２または請求項１３に記載の液体検査装置であ
る。
【００５５】
　金属製容器が超音波パルス送受信装置のヘッド部へ押し付けられたことを検知すること
により、自動的に検査を開始させることができる。この結果、検査開始スイッチを押すな
どの手間がかからず、より迅速な検査が可能となる。
【００５６】
　請求項１５に記載の発明は、
　さらに、検査結果を光および／または音によって報知する報知手段が設けられているこ
とを特徴とする請求項１ないし請求項１４のいずれか１項に記載の液体検査装置である。
【００５７】
　検査担当者は、上記した近赤外光検査装置や超音波検査装置による検査結果をいち早く
知って、対応する必要がある。本請求項の発明においては、その報知手段として、光およ
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び／または音を使用するため、迅速、かつ確実に検査結果を知って、爆発物等を含有する
液体の取締りを行うことができる。
【００５８】
　請求項１６に記載の発明は、
　請求項１から請求項１５のいずれか１項に記載の液体検査装置を用いて、容器内に充填
された液体における爆発物、爆発物原料および／または不正薬物の含有状況を検査するこ
とを特徴とする液体検査方法である。
【００５９】
　上記した各液体検査装置を用いて検査することにより、容器の光透過性やサイズ、また
、容器内の液体残量やラベル位置などに左右されることなく、容器の外から迅速かつ確実
に、容器内に充填された液体における爆発物等の含有状況を検査することができる。
【発明の効果】
【００６０】
　本発明によれば、容器の光透過性やサイズ、また、容器内の液体残量やラベル位置など
に左右されることなく、容器の外から迅速かつ確実に、容器内に充填された液体における
爆発物等の含有状況を検査することができる検査技術を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００６１】
【図１】本発明の一実施の形態に係る液体検査装置の斜視図である。
【図２】本発明の一実施の形態に係る液体検査装置における近赤外光検査を説明する斜視
図である。
【図３】超音波検査装置の押し付け部材を模式的に示す図であり、（ａ）は金属製容器を
セットする前の図であり、（ｂ）は金属製容器をセットした後の図である。
【図４】本発明の一実施の形態に係る液体検査装置における超音波検査を説明する斜視図
である。
【図５】第１エコー時間Ｔと各エコー間隔τのズレを示す図である。
【図６】種々の液体における音速の温度依存性を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００６２】
　以下、本発明を実施の形態に基づき図面を用いて具体的に説明する。
【００６３】
１．液体検査装置の全体構成
　はじめに本実施の形態に係る液体検査装置の全体構成について説明する。
【００６４】
　図１は本実施の形態に係る液体検査装置の斜視図である。図１に示すように、本実施の
形態に係る液体検査装置１は、検査装置本体２に、近赤外光検査装置１１と超音波検査装
置１２とが一体化されて形成されている。
【００６５】
　近赤外光検査装置１１は、検査装置本体２の一方の辺側に所定の間隔を隔てて略垂直に
立設された第１ポール１１１と第２ポール１１２とを備えている。第１ポール１１１の第
２ポール１１２と対向する側の面には近赤外光第１照射手段１１３が、第２ポール１１２
の第１ポール１１１と対向する側の面には近赤外光第２照射手段１１４が設けられている
（近赤外光第２照射手段１１４は影になっているため、実際には見えないが、理解し易く
するため破線で示している。）。
【００６６】
　超音波検査装置１２は、検査装置本体２の上面の台２１に対して略垂直に立設された容
器受け部１２１が設けられており、容器受け面に超音波パルス送受信装置のヘッド部１２
４、温度計測装置のセンサ部１２５が設けられている。また、台２１上には、容器受け部
１２１に接近・離間自在に取り付けられたステージ１２２と、ステージ１２２上に取り付
けられ、ステージ１２２上にセットされた容器を超音波パルス送受信装置のヘッド部１２
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４に押し付けるホルダー１２３とが設けられた押し付け部材を備えている。
【００６７】
　また、第１ポール１１１および／または第２ポール１１２の上端部分には検査結果を示
す表示装置としてのＬＥＤ３１、３２が設けられており、容器内の液体に爆発物等が含有
されているか否かを、例えば、爆発物等が含有されていなければ緑色で、爆発物等が含有
されていれば赤色で、色を変えて表示するようにされている。
【００６８】
　そして、検査装置本体２および容器受け部１２１の内部には、後述する近赤外光検査装
置１１および超音波検査装置１２により液体の爆発物等を検査する際の手順やデータベー
スを記憶したマイコンチップなどが内蔵されている。
【００６９】
　なお、表示部１３０は、検査装置本体２に接続された小型ＰＣ（パーソナルコンピュー
タ）またはタブレット端末であり、超音波検査装置１２における各種の制御内容や検査結
果を表示する。
【００７０】
　以下、近赤外光検査装置１１、超音波検査装置１２に分けて順に説明する。
【００７１】
２．近赤外光検査装置
（１）近赤外光検査装置
　まず、近赤外光検査装置について説明する。従来の設置型の近赤外光検査装置では、通
常、近赤外光検査装置にカバーを設け、このカバーの内側に近赤外光の照射・受光手段が
設けられていた。そして、近赤外光の照射・受光手段に容器をセットした後は、外乱光の
影響により検査精度が低下することを抑制するために、蓋を閉めて検査を行っていた。こ
のため、容器のセットと検査に手間と時間が掛かり、検査装置の小型化を図る上での阻害
要因ともなっていた。
【００７２】
　これに対して、本実施の形態においては、図１に示すように、カバーや蓋を設けること
なく、略垂直に立設された第１ポール１１１の側面に近赤外光受光手段１１５を設けて、
近赤外光第１照射手段１１３および近赤外光第２照射手段１１４から照射されて、液体を
透過した近赤外光または液体により散乱された近赤外光を受光している。
【００７３】
　このとき、近赤外光第１照射手段１１３と近赤外光第２照射手段１１４とから照射する
近赤外光の光源としてハロゲンランプを用いた場合、強い光を照射することができ、また
、近赤外光受光手段１１５を水平方向に設けているため、室内照明など上方からの影響を
受けにくく、外乱光の影響を低減させることができる。
【００７４】
　そして、透明な液体が充填された透明な容器の場合には、近赤外光第２照射手段１１４
から照射されて液体を透過した近赤外光を近赤外光受光手段１１５において受光（透過方
式）し、散乱の強い液体や容器の場合には、近赤外光第１照射手段１１３から照射されて
液体により反射して散乱された近赤外光を近赤外光受光手段１１５において受光（反射方
式）することにより、種々の容器および液体に対して、迅速かつ正確に、爆発物等の含有
状況を検査することができる。
【００７５】
　また、本実施の形態においては、近赤外光受光手段１１５に受光ミラー（図示せず）が
設けられており、受光された近赤外光は受光ミラーにより反射された後、検査装置本体に
内蔵されている分光装置へ光ファイバーにより送られ、近赤外光の吸収スペクトルの計測
が行われるように構成されている。このように、近赤外光を分光装置に送って吸収スペク
トルの計測を行うため、吸収スペクトルの計測をポールから離した箇所で行うことができ
、よりコンパクトな装置設計が可能となる。また、外乱光の影響を十分に抑制することが
できるため、より精度の高い検査を行うことができる。
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【００７６】
　さらに、本実施の形態においては、液体検査装置１が動作している間は、検査対象がセ
ットされていない場合であっても、近赤外光第１照射手段１１３および近赤外光第２照射
手段１１４による近赤外光の照射と、近赤外光受光手段１１５による近赤外光の受光が、
常時行われるように構成されている。
【００７７】
　そして、直前に受光された近赤外光の吸収スペクトルに基づいてリファレンスデータを
更新する。この結果、従来の近赤外光検査のように受光された近赤外光をリファレンスデ
ータと計測データとに二分して吸収スペクトルを計測する必要がなくなり、装置の構成を
より簡略化して、より効率的な検査を行うことができる。
【００７８】
　また、このように近赤外光の照射と受光を常時行っていることにより、容器がセットさ
れたことを検知して、自動で検査を開始させることができる。即ち、第１ポール１１１と
第２ポール１１２の間に容器が挿入されると、近赤外光受光手段１１５における受光量が
減少（減光）して、近赤外光の吸収スペクトルが直前に受光された近赤外光の吸収スペク
トルに比べて大きく変化するため、容器が挿入されたことを検知することができる。そし
て、この検知に基づいて、検査を自動的に開始させる。
【００７９】
　なお、第１ポール１１１と第２ポール１１２との間隔は、種々の容器に適応できるよう
に、また、容器内の液体の残量やラベルの貼付位置などの制約によって容器を傾けてセッ
トせざるを得ない場合にも適応できるように適宜設定されている。
【００８０】
　図２は、この近赤外光検査装置を用いて行った検査結果の表示を示す斜視図であり、容
器内の液体が爆発物等でない場合には、図２（ａ）に示すように、ＬＥＤ３２が緑色に点
灯し、液体中には爆発物等が含有されておらず安全であることを検査員に報知する。一方
、容器内の液体が爆発物等である場合には、図２（ｂ）に示すように、ＬＥＤ３２が赤色
に点灯し、液体中に爆発物等が含有されている恐れがあることを検査員に報知する。
【００８１】
　このように、検査結果が、直ちに、ＬＥＤ３２に表示されるため、迅速、かつ確実に検
査結果を知って、爆発物等を含有する液体の取締りを適切に行うことができる。なお、第
２ポール１１２におけるＬＥＤ３２と同様に、第１ポール１１１にＬＥＤ３１を装着して
、両方のＬＥＤ３１、３２を同時表示してもよい。
【００８２】
（２）近赤外光検査方法
　次に、上記した近赤外光検査装置による液体検査方法（近赤外光検査方法）について説
明する。なお、この近赤外光検査において、近赤外光としては、例えば、波長６５０～１
０００ｎｍの近赤外光を使用する。
【００８３】
　まず、検査に先立って、爆発物などの危険物であることが予め分かっている液体（例え
ば、過酸化水素水など）の吸収スペクトルや、安全物であることが予め分かっている液体
（例えば、市販の一般的な飲料や化粧水などの家庭用用品に用いられる液体物）について
、予め、散乱光の吸収スペクトルを計測して、その結果を、データベースとして、近赤外
光検査装置に記録しておく。
【００８４】
　次に、検査対象の液体の近赤外光の吸収スペクトルを計測し、データベースとして記録
されている種々の吸収スペクトルと照合して、検査対象の吸収スペクトルとの相関係数を
求める（相関分析）。相関分析による照合の結果、検査対象と最も類似性が高いデータを
選定することにより液体を特定して、危険物か安全物かの判定を行う。
【００８５】
３．超音波検査装置
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　次に、超音波検査装置について説明する。この超音波検査装置は、金属製容器内の液体
の爆発物等の検査を行う場合に用いられる。
【００８６】
（１）超音波検査装置
　前記した通り、図１に示すように、本実施の形態において超音波検査装置１２は、検査
装置本体２の上面の台２１に対して略垂直に立設された容器受け部１２１が設けられてお
り、容器受け面に超音波パルス送受信装置のヘッド部１２４、温度計測装置のセンサ部１
２５が設けられている。また、台２１上には、容器受け部１２１に接近・離間自在に取り
付けられたステージ１２２と、ステージ１２２上に取り付けられ、ステージ１２２上にセ
ットされた金属製容器を挟み込んで超音波パルス送受信装置のヘッド部１２４に押し付け
るホルダー１２３とが設けられた押し付け部材を備えている。
【００８７】
　また、超音波検査装置１２には、超音波パルス波を複数回反射させて受信される反射波
の時間間隔に基づいて伝搬時間を計測する伝搬時間計測装置が設けられており、容器受け
部１２１の内部に内蔵されている。
【００８８】
　超音波パルス送受信装置のヘッド部１２４は、容器受け部１２１の壁面部に設けられて
おり、セットされた金属製容器の外から液体に対して超音波パルス波を送信して液体に超
音波パルス波を照射すると共に、超音波パルス波の反射波を受信する。このような超音波
パルス送受信装置のヘッド部１２４としては、例えば、超音波センサを用いることができ
る。
【００８９】
　好ましい超音波センサとしては、圧電素子を用いた超音波センサを挙げることができる
。このような圧電素子を用いた超音波センサは、送受信用のトランスデューサが一体にな
ったデュアル方式であり、送信用回路、受信用回路を別々に構成させて容易に制御できる
ため好ましい。
【００９０】
　伝搬時間計測装置は、前記の通り、超音波パルス波を複数回反射させて受信される反射
波の時間間隔に基づいて伝搬時間を計測する。具体的には、超音波パルス送受信装置のヘ
ッド部１２４が、所定の周波数、間隔を有する超音波パルスを容器内の液体に送信し、エ
コー信号（反射波）を受信したときに、２回以上反射したパルスの時間差に基づいて伝搬
時間を算出することができる。
【００９１】
　温度計測装置のセンサ部１２５は、容器受け部１２１の壁面部の超音波パルス送受信装
置のヘッド部１２４の上部に設けられており、セットされた金属製容器の温度、即ち、金
属製容器中の液体の温度を計測する。このような温度計測装置のセンサ部１２５としては
、例えば、ＩＲセンサを用いることができる。
【００９２】
　ＩＲセンサとしては、放射温度センサである赤外線センサの放射温度計センサモジュー
ルＩＣが好ましく、測定された赤外線に基づいて温度を計測し、放射率を考慮して補正を
行うことにより、正確な温度を瞬時に計測することができる。
【００９３】
　押し付け部材は、上記した超音波パルス送受信装置のヘッド部１２４、温度計測装置の
センサ部１２５とは異なり、ステージ１２２上に設けられている。ホルダー１２３を用い
て金属製容器をセットし、超音波パルス送受信装置のヘッド部１２４に押し付ける。
【００９４】
　図３は超音波検査装置の押し付け部材を模式的に示す図であり、（ａ）は金属製容器を
セットする前の図であり、（ｂ）は金属製容器をセットした後の図である。図３に示すよ
うに、押し付け部材は、容器受け部１２１に対して前後に自在に摺動するステージ１２２
と、ステージ１２２上に設けられたホルダー１２３とから構成されている。
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【００９５】
　このとき、ステージ１２２の下面側には、図３（ａ）に示すように、ステージ１２２の
摺動方向に対して復元力が働くようにバネ１２７が縮んだ状態で取付けられている。
【００９６】
　ホルダー１２３への金属製容器のセットは、図３（ｂ）に示すように、ステージ１２２
を摺動させて、超音波パルス送受信装置のヘッド部１２４とホルダー１２３との間隔Ｌ０

をＬまで広げて行う。これに合わせて、バネ１２７が伸びる。
【００９７】
　金属製容器がセットされた後は、バネ１２７が再び縮むことにより、金属製容器が超音
波パルス送受信装置のヘッド部１２４に押し付けられて固定される。これにより、金属製
容器と超音波パルス送受信装置のヘッド部１２４との間や、金属製容器とホルダー１２３
と間に隙間を生じさせることなく検査を行うことができる。そして、この金属製容器の超
音波パルス送受信装置のヘッド部１２４への固定を検知することにより、検査を自動的に
開始させることができる。
【００９８】
　また、ステージ１２２の下面側には、ステージ１２２と共に摺動する可変抵抗器１２６
が取り付けられていると共に、摺動端子１２６ａが検査装置本体２に固定されている。
【００９９】
　これにより、可変抵抗器１２６がステージ１２２と共に摺動した際、可変抵抗器１２６
の一端から摺動端子１２６ａまでの距離が直線的に変化し、それに合わせて、可変抵抗器
１２６の電気抵抗が摺動距離Ｘに応じて直線的に変化する。このため、この電気抵抗の変
化を知ることにより、伝搬経路長を計測することができる。なお、図３では、理解を容易
にするために、可変抵抗器１２６をステージ１２２の横に示しているが、実際にはステー
ジ１２２の下部で検査装置本体２の上部に取り付けられている。
【０１００】
　図４は、この超音波検査装置を用いて行った検査結果の表示を示す斜視図であり、金属
製容器内の液体が爆発物等でない場合には、図４（ａ）に示すように、ＬＥＤ３２および
／またはＬＥＤ３１が緑色に点灯して、液体中には爆発物等が含有されておらず安全であ
ることを検査員に報知する。一方、金属製容器内の液体が爆発物等である場合には、図４
（ｂ）に示すように、ＬＥＤ３２および／またはＬＥＤ３１が赤色に点灯して、液体中に
爆発物等が含有されている恐れがあることを検査員に報知する。なお、図４においては、
ＬＥＤの点灯による表示に加えて、別途表示部１３０を設けて、「ＰＡＳＳ」、「ＡＬＡ
ＲＭ」と文字でも検査結果を表示している。
【０１０１】
（２）超音波検査方法
　次に、上記した超音波検査装置による液体検査方法（超音波検査方法）について説明す
る。
【０１０２】
　まず、検査に先立って、爆発物等を含有する液体や一般に使われている飲料などの液体
について、予め、超音波速度を計測して、その結果を、データベースとして、超音波検査
装置に記憶させておく。
【０１０３】
　なお、液体中の超音波速度は液体の温度に影響されるため、データベースには、この温
度依存性が加味された超音波速度を蓄積しておくことが好ましい。
【０１０４】
　次に、金属製容器をセットし、超音波速度の計測を行う。このとき、併せて、超音波パ
ルス送受信装置のヘッド部１２４の上に設けられた温度計測装置のセンサ部１２５（図１
参照）により、金属製容器中の液体の温度を計測する。
【０１０５】
　次に、計測された超音波速度と温度とに基づいて、データベースに記録されている種々
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の超音波速度と照合する。照合の結果、類似性が高いデータを抽出して、抽出された液体
が検査対象の液体であると判断して、爆発物等であるか否かを判定する。
【０１０６】
（３）具体的な一例
　以下、上記した超音波検査装置を用いて具体的に行った検査の一例を説明する。
【０１０７】
　まず、図３に示すように、半径ｒ（直径Ｄ＝２ｒ）の金属製容器をホルダー１２３にセ
ットし、超音波パルス送受信装置のヘッド部１２４に押し付ける。これにより、超音波パ
ルス送受信装置のヘッド部１２４から超音波信号が送受信されると共に、可変抵抗器１２
６の摺動距離Ｘに基づいて超音波パルス送受信装置のヘッド部１２４とホルダー１２３と
の間隔Ｌが求められ、このＬに基づいて伝搬経路長（金属製容器の直径Ｄの２倍）２Ｄが
下記の式により求められる。
【０１０８】
【数１】

【０１０９】
　次に、受信したエコー信号（反射波）に基づいて溶液内の伝搬時間を計測する。上記し
たように、溶液内の伝搬時間は、超音波パルス送受信装置のヘッド部１２４が、所定の周
波数、間隔を有する超音波パルスを金属製容器内の液体に送信し、生成されたエコー信号
（反射波）を受信したときに、２回以上反射したパルスの時間差に基づいて算出すること
ができる。以下、具体的に説明する。
【０１１０】
　図５は、超音波パルス送受信装置により測定された第１エコー時間Ｔと各エコー間隔τ

１～τ３のズレを示す図である。図５に示すように、超音波センサにより計測されたエコ
ー信号を解析すると、パルス送信開始点（時刻：２０μｓ付近）から第１エコーまでの時
間Ｔと、第１エコー以後の各エコー間隔時間τ１～τ３で時間差が生じている。
【０１１１】
　このτ１～τ３にはセンサ内部での伝搬時間が含まれているため、超音波の振動源であ
る圧電素子から超音波センサ内部における伝搬時間を調べる必要がある。そこで、同一の
センサを向き合わせて信号の送受信にかかる時間を測定した結果、送信側から受信側まで
１２μｓの時間を要することが確認された。
【０１１２】
　超音波センサから容器内に照射された各エコーの到達時間（エコー到達時間）には超音
波センサ内部における伝搬時間ｔ’が含まれているため、第１エコーの到達時間のみでは
溶液内での往復時間ｔを計測することはできないが、各エコーの到達時間の間隔（例えば
（第２エコー時間）－（第１エコー時間）＝τ）を求めることにより、溶液内の伝搬時間
τを正確に計測することができる。
【０１１３】
　なお、上記した各エコーの到達時間の間隔を計算する際には、各エコーの最大値をエコ
ーの中心として捉えることにより容易に計算処理をすることができるが、ノイズなどの影
響で最大値の位置が必ずしも同じになるとは限らないため、誤った時間を取得してしまう
恐れがある。
【０１１４】
　このような誤りをなくす処理方法として、溶液内を同じ速度で同じ距離だけ伝搬して、
基本的にエコーの間隔が等しく波形が変化しないという超音波の特性に基づいて、エコー
波形の自己相関処理を用いることが好ましい。
【０１１５】
　次に、伝搬経路長（金属製容器の直径Ｄの２倍）２Ｄと伝搬時間τから、下記の式に基
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づいて超音波速度ｖを算出する。
【０１１６】
【数２】

【０１１７】
　そして、算出された実測値の超音波速度ｖと、データベースに記憶した超音波速度とを
比較して、実測値の超音波速度ｖに最も近いデータベース上の超音波速度を抽出し、その
超音波速度に対応する液体の種類が、検査対象の液体であると判定し、爆発物等の含有状
況を判断する。
【０１１８】
　前記したように、種々の液体の超音波速度（音速）は温度依存性を有しているため、デ
ータベースの作成に際しては、この温度依存性を加味する必要があり、計測された超音波
速度においても同様である。
【０１１９】
　種々の液体について、音速の温度依存性を計測した結果の一例を図６に示す。なお、図
６において、縦軸は音速であり、横軸は温度である。
【０１２０】
　図６より、精製水、砂糖水１０％、ミルクティー等の安全物における音速が２本の曲線
（実線および破線）で囲まれた領域にある一方、過酸化水素水４２．７％やアセトン等の
危険物における音速が２本の曲線で囲まれた領域の外にあることが分かる。
【０１２１】
　これにより、図６において、２本の曲線（実線および破線）で挟まれた領域が安全な領
域であり、検査対象の測定結果がこの領域内にあるか外にあるかによって安全か否かを判
定することができる。
【０１２２】
　判定が終了した後は、超音波パルス送受信装置のヘッド部１２４とホルダー１２３との
間にセットされた容器を外して、ステージ１２２を初期位置に戻す。
【０１２３】
４．まとめ
　以上のように、本実施の形態によれば、近赤外光検査装置と超音波検査装置とを組み合
わせて一体化させて１台の液体検査装置を形成して、容器の光透過性の有無に合わせて、
適用する検査装置を切換えて検査を行うことができるため、１台の装置で、容器の光透過
性やサイズ、また、容器内の液体残量やラベル位置などに左右されることなく、容器の外
から迅速かつ確実に、容器内に充填された液体における爆発物等の含有状況を検査するこ
とができる。
【０１２４】
　以上、本発明を実施の形態に基づいて説明したが、本発明は上記の実施の形態に限定さ
れるものではない。本発明と同一および均等の範囲内において、上記の実施の形態に対し
て種々の変更を加えることができる。
【符号の説明】
【０１２５】
１　　　　　　液体検査装置
２　　　　　　検査装置本体
１１　　　　　近赤外光検査装置
１２　　　　　超音波検査装置
２１　　　　　台
３１、３２　　ＬＥＤ
１１１　　　　第１ポール
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１１２　　　　第２ポール
１１３　　　　近赤外光第１照射手段
１１４　　　　近赤外光第２照射手段
１１５　　　　近赤外光受光手段
１２１　　　　容器受け部
１２２　　　　ステージ
１２３　　　　ホルダー
１２４　　　　超音波パルス送受信装置のヘッド部
１２５　　　　温度計測装置のセンサ部
１２６　　　　可変抵抗器
１２６ａ　　　摺動端子
１２７　　　　バネ
１３０　　　　表示部

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】

【図６】
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